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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第27期
第１四半期
累計(会計)期間

第28期
第１四半期
累計(会計)期間

第27期

会計期間

自　平成21年
　　３月１日
至　平成21年
　　５月31日

自　平成22年
　　３月１日
至　平成22年
　　５月31日

自　平成21年
　　３月１日
至　平成22年
　　２月28日

売上高 (千円) 2,987,7262,782,99814,824,784

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △388,026△574,2151,651,066

当期純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) △237,730△608,905923,568

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 642,157642,157642,157

発行済株式総数 (株) 65,269,50058,868,18665,269,500

純資産額 (千円) 7,122,3316,885,8238,115,801

総資産額 (千円) 8,434,0568,029,8709,781,539

１株当たり純資産額 (円) 121.07 121.08 137.86

１株当たり当期純利益
金額又は四半期純損失
金額(△)

(円) △4.04 △10.41 15.69

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― 15.69

１株当たり配当額 (円) ― ― 6.00

自己資本比率 (％) 84.4 85.8 83.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,057,671△990,956820,174

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △3,047,770△8,704△3,150,789

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △242,850△601,984△519,080

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,236,2282,133,1793,734,825

従業員数 (名) 428 431 408

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい
ては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。
３　持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用する関連会社がないため記載しておりません。
４　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、第27期第１四半期累計(会計)期間及び第28期第１四
半期累計(会計)期間は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社東京個別指導学院(E05067)

四半期報告書

 2/27



２ 【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成22年５月31日現在

従業員数(名) 431（6,492）

(注)　上記従業員数は就業人員であり、臨時雇用者(アルバイト講師及びパートタイマー)当第１四半期会計期間の平均

人員を(　)内に外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は、生徒に対しての授業を行うことを主たる業務としておりますので、生産の実績は、該当事項は

ありません。

　

(2) 受注実績

当社は、生徒に対しての授業を行うことを主たる業務としておりますので、受注の実績は、該当事項は

ありません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期会計期間における販売実績を学生区分別に示すと、次のとおりであります。

　

学生区分別の名称
当第１四半期累計期間
(自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日)

前年同四半期比
（％）

小学生（千円） 301,598 67.2

中学生（千円） 1,057,021 81.8

高校生（千円） 1,424,378 114.3

合計（千円） 2,782,998 93.1

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価

証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期会計期間におけるわが国の経済は、海外経済の改善や緊急経済対策を始めとする政策の

効果などを背景に景気及び個人消費は持ち直し傾向にあります。一方、欧州を中心とした海外景気の下振

れ懸念や、失業率が高水準で推移するなど雇用情勢の悪化懸念が依然残る、先行き不透明な状況が続いて

おります。

このような状況のもとで、当社は、個別指導塾だから出来る生徒一人ひとりにきめ細やかなサービスと

更なるクオリティの向上に努め、「生徒第一主義」の徹底と「顧客満足度の向上」を不断に心掛けるこ

とによって、他塾との差別化をより明確にし、個別指導塾業界のトップ企業を目指しました。

売上高につきましては、新学年をむかえ新規生徒獲得のために広告宣伝活動を積極的におこないまし

たが、前年同期間の入会者数、期中平均生徒数ともに前年を下回る本意な結果となりました。その結果、第

１四半期会計期間の売上高は2,782百万円（前年同期比6.9％減）となりました。

損益面におきましては、減収をカバーすべく積極的にコスト削減に取り組んだものの、営業損失は576

百万円(前年同四半期は営業損失395百万円）、経常損失は574百万円（前年同四半期は経常損失388百万

円）となりました。また、当第１四半期会計期間より資産除去債務に関する会計基準の適用に伴う特別損
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失434百万円を計上したことにより、四半期純損失は608百万円（前年同四半期は四半期純損失237百万

円）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

〔資　産〕

資産合計は8,029百万円(前事業年度末比1,751百万円減少)となりました。

資産については、主に自己株式の取得、法人税等及び配当金の支払いにより現金及び預金が減少した

ことによるものであります。

〔負　債〕

負債合計は1,144百万円(前事業年度末比521百万円減少)となりました。

負債については、主に法人税等の支払いにより未払法人税等の減少等があったことによるものであ

ります。

〔純資産〕

純資産合計は6,885百万円(前事業年度末比1,229百万円減少)となりました。

純資産については、主に四半期純損失を計上したことや、剰余金の配当金及び自己株式の取得を行っ

たことによるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、新規生徒獲得の広告宣

伝を積極的に行いましたが、生徒数は低調に推移した事により税引前四半期純損失1,014百万円を計上し

た事に加え、法人税等の支払い、配当金の支払い等及び自己株式の取得をおこなったことにより、前事業

年度末に比べ1,601百万円減少し、当第１四半期会計期間末は2,133百万円となりました。

また、当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの原因は、次のとおりであ

ります。

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

営業活動の結果、使用した資金は990百万円（前年同四半期会計期間は1,057百万円の支出）となり

ました。

これは主に、新規生徒募集活動を積極的に行いましたが、生徒数は低調に推移し営業損失を計上した

こと及び法人税等の支払い等を行ったことによるものであります。
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〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

投資活動の結果、使用した資金は8百万円（前年同四半期会計期間は3,047百万円の支出）となりま

した。

これは主に、移転教室の敷金・保証金の返還があったものの、敷金・保証金、有形固定資産及び無形

固定資産の取得による支払いを行ったことによるものであります。

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

財務活動の結果、使用した資金は601百万円（前年同四半期会計期間は242百万円の支出）となりま

した。

これは主に、自己株式の取得及び配当金の支払いをおこなったことによるものであります。

　

(4) 事実上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期会計期間においては、新設、除却等はありません。

　

　

EDINET提出書類

株式会社東京個別指導学院(E05067)

四半期報告書

 7/27



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 267,000,000

計 267,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年７月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 58,868,18658,868,186
東京証券取引所
市場第一部

・株主としての権利内容に制
限のない標準となる株式

・単元株式数100株

計 58,868,18658,868,186― ―

(注)　「提出日現在発行数」には平成22年７月１日以降提出日までの新株予約権の権利行使により発行されたものは含

まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストックオプションの新株予約権の

内容は次のとおりであります。
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株主総会の特別決議(平成17年８月30日)

　

　
第１四半期会計期間末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数 1,747個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―――

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 524,100株

新株予約権の行使時の払込金額 447円

新株予約権の行使期間
平成20年８月31日から
平成22年８月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

　

発行価格 447円
資本組入額 224円

　

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、
当社の取締役、使用人、又は社外協力者の地位にあるこ
とを要する。その他の細目については、定時株主総会決
議及び取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び対
象従業員又は対象社外協力者との間で締結する「新株
予約権割当契約」に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 ―――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―――

(注) １　新株予約権１個当たりの株式数は、100株であります。

なお、平成18年６月１日付をもって１株を３株に株式分割したことに伴い、新株予約権１個当たりの株式数の

調整が行われ、新株予約権１個当たりの株式数は、300株となっております。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により調整するものとする。ただし、かかる調整はそ

の時点で対象者が、新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１

株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　当該新株予約権を発行後に、当社が時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使による場合を除く。)

または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は

切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の株

価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。

また、新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

４　平成18年６月１日付をもって１株を３株に株式分割したことに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株

予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

の調整が行われております。
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株主総会の特別決議(平成17年８月30日)

　

　
第１四半期会計期間末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数 1,235個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―――

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 370,500株

新株予約権の行使時の払込金額 570円

新株予約権の行使期間
平成20年８月31日から
平成22年８月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

　

発行価格 570円
資本組入額 285円

　

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、
当社の取締役、使用人、又は社外協力者の地位にあるこ
とを要する。その他の細目については、定時株主総会決
議及び取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び対
象従業員又は対象社外協力者との間で締結する「新株
予約権割当契約」に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 ―――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―――

(注) １　新株予約権１個当たりの株式数は、100株であります。

なお、平成18年６月１日付をもって１株を３株に株式分割したことに伴い、新株予約権１個当たりの株式数の

調整が行われ、新株予約権１個当たりの株式数は、300株となっております。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により調整するものとする。ただし、かかる調整はそ

の時点で対象者が、新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１

株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　当該新株予約権を発行後に、当社が時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使による場合を除く。)

または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は

切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の株

価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。

また、新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

４　平成18年６月１日付をもって１株を３株に株式分割したことに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株

予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

の調整が行われております。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年４月30日(注)△6,401,31458,868,186 ― 642,157 ― 1,013,565

（注）　自己株式の消却による減少であります。

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が把握できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成22年２月28日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）
普通株式

6,401,200
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

58,849,900
588,499 同上

単元未満株式
普通株式

18,400
― 同上

発行済株式総数 65,269,500― ―

総株主の議決権 ― 588,499 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が800株含まれております。また、「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権に係る議決権の数８個が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社東京個別指導学院

東京都中央区佃一丁目
11番８号

6,401,200 ― 6,401,2009.81

計 ― 6,401,200 ― 6,401,2009.81

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
３月 ４月 ５月

最高(円) 164 196 239

最低(円) 141 162 193

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期会計期間（平成21年３月１日から平成21年５月31日まで）及び前第１四半期累計期

間（平成21年３月１日から平成21年５月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四

半期会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年３月

１日から平成22年５月31日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

また、当第１四半期会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び当第１四半期累計期

間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第６条第１項第２号

ただし書きにより、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期期間（平成21年３月１

日から平成21年５月31日まで）及び前第１四半期累計期間(平成21年３月１日から平成21年５月31日まで)

に係る四半期財務諸表並びに当第１四半期会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び

当第１四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期財務諸表について、

有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
　(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第1四半期会計期間末
(平成22年5月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,133,179 6,734,825

営業未収入金 149,899 223,913

たな卸資産 ※1
 1,013

※1
 18,290

その他 569,056 354,947

貸倒引当金 △19,479 △15,364

流動資産合計 5,833,669 7,316,611

固定資産

有形固定資産 ※2
 230,399

※2
 238,053

無形固定資産 144,549 147,120

投資その他の資産

敷金及び保証金 1,007,689 1,437,199

その他 813,561 642,554

投資その他の資産合計 1,821,251 2,079,753

固定資産合計 2,196,201 2,464,927

資産合計 8,029,870 9,781,539

負債の部

流動負債

買掛金 8,015 7,849

未払法人税等 5,993 248,886

賞与引当金 98,089 90,888

その他 1,018,399 1,302,304

流動負債合計 1,130,498 1,649,928

固定負債

リース債務 6,445 7,012

その他 7,103 8,796

固定負債合計 13,549 15,808

負債合計 1,144,047 1,665,737

純資産の部

株主資本

資本金 642,157 642,157

資本剰余金 1,013,565 1,235,371

利益剰余金 5,674,560 7,334,454

自己株式 △444,460 △1,096,181

株主資本合計 6,885,823 8,115,801

純資産合計 6,885,823 8,115,801

負債純資産合計 8,029,870 9,781,539
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　(2)【四半期損益計算書】
　【第1四半期累計期間】

(単位：千円)

前第1四半期累計期間
(自 平成21年３月１日
 至 平成21年５月31日)

当第1四半期累計期間
(自 平成22年３月１日
 至 平成22年５月31日)

売上高 2,987,726 2,782,998

売上原価 1,925,688 1,922,087

売上総利益 1,062,037 860,911

販売費及び一般管理費 ※1
 1,457,092

※1
 1,437,228

営業損失（△） △395,055 △576,317

営業外収益

受取利息 7,248 4,167

その他 266 132

営業外収益合計 7,514 4,299

営業外費用

支払利息 485 48

支払手数料 － 2,148

営業外費用合計 485 2,197

経常損失（△） △388,026 △574,215

特別利益

賞与引当金戻入額 14,154 －

その他 842 68

特別利益合計 14,996 68

特別損失

固定資産除却損 2,327 －

投資有価証券評価損 3,124 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 434,088

その他 － 6,250

特別損失合計 5,451 440,338

税引前四半期純損失（△） △378,481 △1,014,484

法人税、住民税及び事業税 5,125 2,274

法人税等調整額 △145,875 △407,854

法人税等合計 △140,750 △405,579

四半期純損失（△） △237,730 △608,905
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　(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第1四半期累計期間
(自 平成21年３月１日
 至 平成21年５月31日)

当第1四半期累計期間
(自 平成22年３月１日
 至 平成22年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △378,481 △1,014,484

減価償却費 23,565 20,702

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 434,088

長期前払費用償却額 2,460 6,115

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,445 4,114

賞与引当金の増減額（△は減少） △14,154 7,200

会員権評価損 － 6,250

受取利息及び受取配当金 △7,248 △4,167

支払利息 485 48

固定資産除却損 2,327 －

支払手数料 － 2,148

投資有価証券評価損益（△は益） 3,124 －

売上債権の増減額（△は増加） 80,371 74,014

たな卸資産の増減額（△は増加） 825 17,276

その他の流動資産の増減額（△は増加） △3,650 4,005

仕入債務の増減額（△は減少） △12,851 165

前受金の増減額（△は減少） 12,763 △2,721

未払消費税等の増減額（△は減少） 13,127 737

未収消費税等の増減額（△は増加） 5,022 －

その他の流動負債の増減額（△は減少） △475,173 △329,882

小計 △746,037 △774,388

利息の支払額 △402 △48

利息及び配当金の受取額 － 3,136

法人税等の還付額 429 8

法人税等の支払額 △311,660 △219,664

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,057,671 △990,956

投資活動によるキャッシュ・フロー

貸付けによる支出 △3,000,000 －

有形固定資産の取得による支出 △18,597 △3,297

有形固定資産の除却による支出 △1,442 －

無形固定資産の取得による支出 △26,150 △6,551

敷金及び保証金の差入による支出 △398 △22,269

敷金及び保証金の回収による収入 1,575 26,257

長期前払費用の取得による支出 △2,670 △306

その他 △87 △2,538

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,047,770 △8,704
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(単位：千円)

前第1四半期累計期間
(自 平成21年３月１日
 至 平成21年５月31日)

当第1四半期累計期間
(自 平成22年３月１日
 至 平成22年５月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △82,500 －

リース債務の返済による支出 △543 △555

自己株式の取得による支出 △5 △446,616

配当金の支払額 △159,800 △154,812

財務活動によるキャッシュ・フロー △242,850 △601,984

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,348,292 △1,601,646

現金及び現金同等物の期首残高 6,584,521 3,734,825

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,236,228

※1
 2,133,179
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期会計期間

(自  平成22年３月１日  至  平成22年５月31日)

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20

年３月31日)が、平成22年３月31日以前に開始する事業年度から適用

できることとなった事に伴い、当第１四半期会計期間から同会計基

準及び同適用指針を適用しております。

これにより、営業損失、経常損失が3,846千円増加し、税引前四半期

純損失が437,934千円増加しております。

　

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期会計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期会計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日)

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第１四半期会計期間末
(平成22年５月31日)

前事業年度末
(平成22年２月28日)

※１　たな卸資産の内訳

商品 862千円

貯蔵品 150千円

　計 1,013千円
 

※１　たな卸資産の内訳

商品 688千円

貯蔵品 17,602千円

　計 18,290千円
 

　

※２　有形固定資産の減価償却累計額 810,062千円
　

　

※２　有形固定資産の減価償却累計額 797,591千円
　

　

(四半期損益計算書関係)

第１四半期累計期間

　
前第１四半期累計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　広告宣伝費

　貸倒引当金繰入額

 

846,274千円

3,369千円

 
 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　広告宣伝費

　貸倒引当金繰入額

　賞与引当金繰入額

844,073円

5,960円

7,152円
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期累計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期累計期間末残高と四

半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係

現金及び預金 2,736,228千円

預入期間が３か月超の定期預金 △500,000千円

現金及び現金同等物 2,236,228千円
 

※１　現金及び現金同等物の四半期累計期間末残高と四

半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係

現金及び預金 5,133,179千円

預入期間が３か月超の定期預金 △3,000,000千円

現金及び現金同等物 2,133,179千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期会計期間末(平成22年５月31日)及び当第１四半期累計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22

年５月31日)

１　発行済株式に関する事項
　

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 58,868,186

　

　

２　自己株式に関する事項
　

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 2,000,000

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月27日
定時株主総会

普通株式 176,604 3 平成22年２月28日 平成22年５月28日 利益剰余金

　
(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

(1) 自己株式の消却

当社は、平成22年４月27日開催の取締役会の決議に基づき、平成22年４月30日に自己株式6,401,314

株を消却いたしました。この結果、資本剰余金が221,806千円ならびに利益剰余金が874,383千円減少

し、自己株式が1,096,189千円減少しております。

　

(2) 自己株式の取得

当社は、平成22年４月27日開催の取締役会の決議に基づき、当第１四半期会計期間において、自己株

式2,000,000株の取得を行いました。この結果、自己株式は第１四半期会計期間において444,460千円増

加しております。

　

上記の結果、当第１四半期会計期間末において、資本剰余金は1,013,565千円、利益剰余金が5,674,560千

円、自己株式が444,460千円となっております。
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(有価証券関係)

当第１四半期会計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第１四半期会計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期会計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第１四半期会計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当第１四半期会計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期会計期間末
(平成22年５月31日)

前事業年度末
(平成22年２月28日)

　

１株当たり純資産額 121.08円
　

　

１株当たり純資産額 137.86円
　

　

２　１株当たり四半期純損失金額等

第１四半期累計期間

　
前第１四半期累計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日)

　

１株当たり四半期純損失金額 △4.04円
　

　

１株当たり四半期純損失金額 △10.41円
　

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期累計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失金額(千円) △237,730 △608,905

普通株式に係る四半期純損失金額(千円) △237,730 △608,905

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 58,829 58,505

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前事業年度末から重要な変動がある
場合の概要

― ―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

当第１四半期会計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日)

リース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成21年７月９日

株式会社　東京個別指導学院

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　井　　上　　隆　　司　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　下　　条　　修　　司　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東京個別指導学院の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの第27期事業年度の第１四半期累計期

間(平成21年３月１日から平成21年５月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半

期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京個別指導学院の平成21年５月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

追加情報に記載されているとおり、年間設備費売上を一括して売上計上する方法から、月額設備費売上を月

次で売上計上する方法に変更した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社東京個別指導学院(E05067)

四半期報告書

26/27



独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成22年７月１日

株式会社　東京個別指導学院

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　井　　上　　隆　　司　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　下　　条　　修　　司　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東京個別指導学院の平成22年３月１日から平成23年２月28日までの第28期事業年度の第1四半期会計期

間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び第1四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22

年５月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京個別指導学院の平成22年５月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社東京個別指導学院(E05067)

四半期報告書

27/27


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期財務諸表
	(1)四半期貸借対照表
	(2)四半期損益計算書
	第1四半期累計期間

	(3)四半期キャッシュ・フロー計算書
	四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期財務諸表の作成に特有の会計処理
	注記事項


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

